
令和５年（ネ）第５７０号　国家賠償請求控訴事件

控訴人

被控訴人

名古屋高等裁判所民事第３部いろ係　　　御中

控訴人ら訴訟代理人 弁護士　堀　江　哲　史

同 弁護士　山　田　麻　登

同 弁護士　矢　﨑　暁　子

同 弁護士　水　谷　陽　子

同 弁護士　進　藤　一　樹

同 弁護士　砂　原　　　薫

同 弁護士　石　川　幸　平

号証 作成日 作成者 立証趣旨

甲Ａ
５１８

ＥＭＡ日本
ウェブサイト
「世界の同性
婚」

写
し

印刷
2023.8.6

 NPO法人
EMA日本

同性婚が施行された国地域名、
施行時期など
施行予定を含め３６か国が同性
婚を実現した事実

甲Ａ
５１９

MarriageForAl
lJapanウェブ
サイト「日本
のパートナー
シップ制度」

写
し

印刷
2023.8.6

公益社団法
人

MarriageFor
AllJapan

国内の地方自治体におけるパー
トナーシップ制度の実施状況

甲Ａ
５２０
の１

平等ネット
ワーク報告書

結婚の平等に
ついてのＬＧ
ＢＴの人々の
意識調査
（抜粋）

写
し

2011年
1月

スコットラ
ンド平等

ネットワー
ク

イギリス・スコットランドの平
等ネットワークが２００９年か
ら２０１０年にかけて実施した
調査では、シビルパートナー
シップを結んでいる同性カップ
ルの５８％が、婚姻している
カップルと同じ権利や尊敬を受
けられていないと回答した事
実、及び、そのような経験の具
体例等

大野利政、鷹見彰一

国

　証　拠　説　明　書　

２０２３年８月　　日

標目



甲Ａ
５２０
の２

平等ネット
ワーク報告書

結婚の平等に
ついてのＬＧ
ＢＴの人々の
意識調査
（抜粋・訳
文）

写
し

2023.3.1
控訴人ら代

理人
同上
（甲Ａ５２０の１の訳文）

甲Ａ
５２１
の１

ニュージャー
ジー州シビル
ユニオン検討
委員会
「最終報告
書」
（抜粋）

写
し

2008.
12.10

ニュー
ジャージー
州シビルユ
ニオン検討

委員会

アメリカ・ニュージャージー州
のシビルユニオン公聴会におい
て、シビルユニオンパートナー
との関係性の社会的承認につい
て困難の生じた具体例が証言さ
れた事実と、それらの具体的内
容等

甲Ａ
５２１
の２

ニュージャー
ジー州シビル
ユニオン検討
委員会
「最終報告
書」
（抜粋・訳
文）

写
し

2023.3.1
控訴人ら代

理人
同上
（甲Ａ５２１の１の訳文）

甲Ａ
５２２
の１

シビルユニオ
ンメモ

写
し

2022年
4月

Freedom to
Marry
Global

アメリカのカリフォルニア州、
コネティカット州などの最高裁
判所が、シビルユニオンの合憲
性が争われた訴訟の判決におい
て、この「分離すれど平等」の
問題点を指摘した事実。

甲Ａ
５２２
の２

シビルユニオ
ンメモ（訳
文）

写
し

2022.
11.20

公益社団法
人Marriage
For All
Japan

同上
（甲Ａ５２２の１の訳文）



甲Ａ
５２３
の１

オーストリア
憲法裁判所判
決（要約）

写
し

2017.12.4

オーストリアの憲法裁判所が、
２０１７年１２月４日の判決
で、「結婚と登録パートナー
シップとに分離することは、同
性間のパートナーシップと異性
間のパートナーシップは、その
性質や本人にとっての意義にお
いて同等であるにもかかわら
ず、同性の性的指向を持つ人が
異性の性的指向を持つ人と同等
でないことを依然として示唆す
るものである。したがって、今
日この区別は、同性カップルを
差別することなくして維持する
ことはできない。」と判示し
て、異性間関係と同性間関係と
を２つの法制度によって区別す
ることは、性的指向等の個人の
属性を理由とする差別を禁止す
る平等原則に違反しているもの
と結論づけたこと

甲Ａ
５２３の

２

オーストリア
憲法裁判所判
決（要約）
（訳文）

写
し

2023.3.1
同上
（甲Ａ５２３の１の訳文）

甲Ａ
５２４

意見書
写
し

2021.9.21 谷口洋幸

国際人権法における家族生活の
尊重をうける権利から導き出さ
れる国家の積極的義務には、同
性カップルが利用可能な法制度
の構築が含まれるものと解され
ていること、国際人権法は、こ
れまで法制度の選択について国
家裁量を広く捉える傾向にあっ
たものの、近年では、法制度は
最終的に婚姻の性別制限の撤廃
に向かうべきとの解釈も有力に
主張されていること等。



甲Ａ
５２５
の１

米州人権裁判
所の勧告的意
見
ＯＣ―２４／
１７（全文・
原文）

写
し

2017.
11.24

米州人権
裁判所

米州人権裁判所が、コスタリカ
の諮問をうけて提出した勧告的
意見において、同性カップル
が、家族生活の尊重をうける権
利を享有する関係性であること
を認めた上で、同性カップルの
法制度の構築にはある程度の裁
量の余地が国家に認められると
しても、無差別・平等という国
際人権法の基本原則から、登録
パートナーシップ制度などの別
の制度を設けることは原則とし
て差別にあたり、あくまで過渡
的に必要な限度において正当化
されうるにすぎないとし、既存
の法制度、すなわち婚姻を同性
カップルに認めることこそ、国
家に課せられた積極的義務の履
行のために簡潔かつ効果的な選
択であると判断したこと等。

甲Ａ
５２５
の２

米州人権裁判
所の勧告的意
見
ＯＣ―２４／
１７（抜粋・
訳文）

写
し

2022.2.21 加藤丈晴
同上
（甲Ａ５２５の１の訳文）

甲Ａ
５２６

「米州人権制
度の研究－米
州人権委員会
と米州人権裁
判所の挑戦と
その影響」
（抜粋）

写
し

2021.9.21 齊藤功高 同上

甲Ａ
５２７

「 差 別 の し く

み」朝日新聞出

版『一冊の本』

写
し

2023年 木村草太

木村草太教授が、東京地判の判
断内容に対する批判として、婚
姻と同じ効果を与えるために、
わざわざ別制度を設ける合理的
理由はないとした上で、「理由
もないのに婚姻制度を分けるな
ら、分離すれど平等の一種であ
り、差別感情を満足させるため
の区別だと認定せざるを得な
い」と述べている事実。



甲Ａ
５２８

「同性婚問題
からみる平等
の救済方法」
法学セミナー
８１８号

写
し

2023年 松原俊介

憲法学者の松原俊介氏が、「婚
姻の法的効果の一部を認める婚
姻類似の制度を設けることで、
同性カップルに対して婚姻制度
への参加を認めないということ
は、彼らにスティグマを与え、
『二級市民』に貶めるものであ
り、この点は、婚姻制度とまっ
たく同等の法的効果を定める
パートナーシップ制度を設ける
ことによっても解消されるもの
ではない」と述べている事実。

甲Ａ
５２９
の１

ＣＣＰＲ
第７回日本審
査総括所見

写
し

2022.11.3
自由権規約

委員会

２０２２年１１月に出された自
由権規約委員会の総括所見にお
いて、同性カップルが、同性間
の、婚姻を含む規約に規定され
たすべての権利を全国で享受で
きるようにすることが勧告され
ている事実。

甲Ａ
５２９
の２

ＣＣＰＲ
第７回日本審
査総括所見
（訳文）

写
し

2022年
11月

海渡雄一、
須田洋平、
石田真美、
小川隆太

郎、髙遠あ
ゆ子

同上
（甲Ａ５２９の１の訳文）

甲Ａ
５３０
の１

国連人権理事
会普遍的定期
審査の報告書

写
し

2023.2.3
国連人権理

事会

２０２３年２月に出された国連
人権理事会の普遍的定期審査の
報告書において、５か国が、同
性間の婚姻の法制化を日本に勧
告している事実。

甲Ａ
５３０
の２

国連人権理事
会普遍的定期
審査の報告書
（レビュー翻
訳）

写
し

2023.3.1
控訴人ら代

理人
同上
（甲Ａ５３０の１の訳文）



甲Ａ
５３１

風間孝・河⼝
和也『同性
愛と異性愛』
（岩波書店、
2010）

抄本（125頁〜
144頁）

写
し

2010.3.19
⾵間孝・

河⼝和也

①いわゆる「新⽊場事件」で逮
捕された少年たちは、「ホモ狩
り」と称して公園周辺に集まる
同性愛者を狙って、それまでに
⼗数件の暴⾏・強盗事件を起こ
していたこと、
②同性愛を嫌悪する社会では、
⽇常の中で他の同性愛者と出会
うことが難しいために、同性愛
者は⾃⾝の性的指向を隠さなく
てもよい場所で出会いの場を
作ってきたのであり、深夜の公
園もその⼀つであること、

③判決⽂で「本件各犯⾏は、平

成１２年１⽉ころから、同性愛
者が集まると聞き及んだ公園等
において、通りがかりの者に対
し、暴⾏を加えて⾦品を強取す

るという⾏為を繰り返していた

被告⼈らによって敢⾏されたも
のである。」と述べられていた
こと等。



甲Ａ
５３２

高橋和之『立
憲主義と日本
国憲法 第５
版』（有斐
閣、2020）

抄本(80〜83
頁)

写
し

①個人の自律的生を可能とする
ために、憲法は個人と家族や国
家との関係を個人の尊厳で表現
される個人主義の原理に基づき
構成するよう命じたのであるこ
と、
②戦前には、社会における最も
基礎的な集団である家族関係
が、個人より集団を重視する価
値観を基礎に形成されていたこ
との反省が、憲法２４条に「個
人の尊厳」を用いた背景にあ
り、「個人の尊厳」という語
が、特に婚姻及び家族に関する
原則を定めた２４条用いられた
のは偶然ではないこと、
③人が社会の伝統的価値を踏み
台にして新たな価値の発⼝・創
出がなされようというとき、両
者のバランスをとるに際して指
針となるのが、個人こそが価値
の根源であるという個人の尊厳
の原理なのであること等。

甲Ａ
５３３
の１

日本ＩＢＭの
ダイバーシ
ティ戦略

写
し

2017年
4月ころ

東レ
経営研究所

２０１２年に日本ＩＢＭが、結
婚祝い金の対象に同性パート
ナーとの事実婚を含む扱いを開
始したこと

甲Ａ
５３３
の２

ＷＥＢサイト
写
し

（印刷）
2023.8.9

ラッシュ
ジャパン

ラッシュジャパンが、２０１
５年１月２３日、人事制度・福
利厚生制度において同性パート
ナーを配偶者とみなす扱いを開
始したこと

甲Ａ
５３３
の３

ＷＥＢサイト
写
し

（印刷）
2023.8.9

ＮＴＴ
ドコモ

ＮＴＴドコモが、２０１５年１
０月２３日から、同性パート
ナーを携帯電話の「ファミリー
割引」の対象としていること

甲Ａ
５３３
の４

ＷＥＢサイト
写
し

（印刷）
2023.8.9

ＫＤＤＩ

ＫＤＤＩが、２０１５年７月２
１日から、同性パートナーを携
帯電話の「家族割」の対象とし
ていること



甲Ａ
５３３
の５

ＷＥＢサイト
写
し

（印刷）
2023.8.9

ソフトバン
ク

ソフトバンクが、２０１５年１
１月１２日から、同性パート
ナーを携帯電話の家族割引の対
象としていること

甲Ａ
５３３
の６

プレス
リリース

写
し

2015.
11.25

日本生命

日本生命が、２０１５年１１月
２５日、パートナーシップ証明
書のある同性カップルであれば
死亡保険受取人になれるという
取扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の７

プレス
リリース

写
し

2015.
12.22

オリックス
生命

オリックス生命保険が、２０１
５年１２月２４日から、パート
ナーシップ証明書のある同性
カップルであれば死亡保険受取
人になれる取り扱いを開始した
こと

甲Ａ
５３３
の８

プレス
リリース

写
し

2015.
12.28

ジブラルタ
生命

ジブラルタ生命が、２０１６年
１月１日から、パートナーシッ
プ証明書のある同性カップルで
あれば死亡保険受取人になれる
取り扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の９

ＷＥＢサイト
写
し

（印刷）
2023.8.9

チューリッ
ヒ生命

チューリッヒ生命が、２０１６
年１月２０日から、同性カップ
ルも死亡保険受取人になれる取
り扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の１０

ニュース
リリース

写
し

2016.3.1

損保ジャパ
ン日本興亜
ひまわり生

命

損保ジャパン日本興亜ひまわり
生命が、２０１６年３月１日か
ら、パートナーシップ証明書の
ある同性カップルであれば死亡
保険受取人になれる取り扱いを
開始したこと

甲Ａ
５３３
の１１

プレス
リリース

写
し

2016.4.1
メットライ

フ生命

メットライフ生命が、２０１６
年４月１日から、同性カップル
も死亡保険受取人になれる取り
扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の１２

プレス
リリース

写
し

2016.4.20

ＡＩＧジャ
パン・ホー
ルディング

ス

ＡＩＧ富士生命が、２０１６年
４月２０日から、同性カップル
も死亡保険受取人になれる取り
扱いを開始したこと



甲Ａ
５３３
の１３

ニュース
リリース

写
し

2016.4.1 ＰＧＦ生命

ＰＧＦ生命が、２０１６年５月
２日から、同性カップルも死亡
保険受取人になれる取り扱いを
開始したこと

甲Ａ
５３３
の１４

プレス
リリース

写
し

2016.8.10
東京海上日

動火災

東京海上日動火災が、２０１６
年８月１０日、同性パートナー
を配偶者として損害保険の補償
対象に含めると発表したこと

甲Ａ
５３３
の１５

ニュース
リリース

写
し

2016.9.16
アメリカン
ファミリー

生命

アフラックが、２０１６年９月
２０日から、同性カップルも死
亡保険受取人になれる取り扱い
を開始したこと

甲Ａ
５３３
の１６

ニュース
リリース

写
し

2016.11.1
東京スター

銀行

東京スター銀行が、２０１６年
１１月１日から、家族取引の範
囲に同性パートナーを含む取り
扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の１７

プレス
リリース

写
し

2016.
12.20

ＳＢＩ生命

ＳＢＩ生命が、２０１７年１月
１日から、同性カップルも死亡
保険受取人になれる取り扱いを
開始したこと

甲Ａ
５３３
の１８

ニュース
リリース

写
し

2017.1.27
マニュライ

フ生命

マニュライフ生命が、２０１７
年１月２７日から、同性カップ
ルも死亡保険受取人になれる取
り扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の１９

保険業界
ニュース

写
し

（印刷）
2023.8.9

新日本
保険
新聞社

ＭＳ＆ＡＤインシュランスグ
ループが、２０１７年１月か
ら、人事制度・福利厚生制度に
おいて同性パートナーを配偶者
とみなす改定を順次進めている
こと

甲Ａ
５３３
の２０

プレス
リリース

写
し

2017.7.6
みずほ
銀行

みずほ銀行が、２０１７年７月
６日から、住宅ローン商品にお
いて同性パートナーを配偶者と
扱う運用を開始したこと



甲Ａ
５３３
の２１

ＷＥＢサイト
写
し

（印刷）
2023.8.9

琉球銀行

琉球銀行が、２０１７年８月１
日から、住宅ローン商品におい
てパートナーシップ制度を利用
する同性パートナーを配偶者と
する取扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の２２

ニュース
リリース

写
し

2017.9.19

損保ジャパ
ン日本興亜
ひまわり生

命

損保ジャパン日本興亜ひまわり
生命が、２０１８年１月から、
同性パートナーを配偶者として
損害保険の補償対象に含める取
扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の２３

ＷＥＢサイト
写
し

（印刷）
2023.8.9

楽天銀行

楽天銀行が、２０１７年１０月
１７日から、住宅ローン商品に
おいて同性パートナーを配偶者
とする取り扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の２４

プレス
リリース

写
し

2017.
10.19

みずほ
銀行

みずほ銀行が、家族ペア返済や
収入合算において同性パート
ナーを配偶者と同様に取り扱っ
ていた制度について、顧客から
の要望等を踏まえて、配偶者の
定義に含める同性パートナーの
範囲を拡大したこと

甲Ａ
５３３
の２５

ＷＥＢサイト
写
し

（印刷）
2023.8.9

マネックス
証券

マネックス証券が、２０１９年
１２月１９日から、同性カップ
ル向けのパートナー口座サービ
スを開始したこと

甲Ａ
５３３
の２６

ＰＲＩＤＥ
ＪＡＰＡＮ
記事

写
し

（印刷）
2023.8.9

ＯＵＴ
ＪＡＰＡＮ

大同火災が、２０１８年１月か
ら、配偶者に同性パートナーも
含む取扱いを開始したこと

甲Ａ
５３３
の２７

プレス
リリース

写
し

2018.1.4
三井住友信

託銀行

三井住友信託銀行が、２０１８
年１月から住宅ローン商品にお
いて同性パートナーを配偶者と
する取り扱いを開始したこと

甲Ａ
５３４
の１

日本経済新聞
記事

写
し

保存・印刷
2023.8.8

日本経済新
聞

２０１６年１１月１０日、千葉
市が、同性パートナーのいる職
員を対象に結婚休暇を導入した
こと



甲Ａ
５３４
の２

日本経済新聞
記事

写
し

保存・印刷
2023.8.8

日本経済新
聞

２０１６年１２月、大阪市が、
男性カップルを養育里親に認定
したこと

甲Ａ
５３４
の３

朝日新聞記事
写
し

保存・印刷
2023.8.8

朝日新聞
２０１８年１０月３日、大阪市
が、同性カップルの市営住宅入
居を認めると発表したこと

甲Ａ
５３４
の４

OUT JAPAN 記
事

写
し

保存・印刷
2023.8.8

OUT JAPAN

２０２１年８月４日、三重県
が、県職員の福利厚生等におい
て、同性カップルを事実婚とし
て扱うと発表したこと

甲Ａ
５３４
の５

NHKニュース記
事

写
し

保存・印刷
2023.8.9

NHK

２０２３年６月１日、世田谷区
が、水防従事で死亡した場合の
遺族補償金について、同性パー
トナーも対象と認めたこと

甲Ａ
５３４
の６

東京新聞記事
写
し

保存・印刷
2023.8.9

東京新聞

２０２３年５月以降、東京都16
区で、職員の同性パートナーを
配偶者として扱う条例改正が進
められていること

甲Ａ
５３５

写
し

日本家族
〈社会と
法〉学会

甲Ａ
５３６

久喜市ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

久喜市

２０２０年１２月１８日、久喜
市が、同性婚の法制化に関する
議論の促進を求める意見書を可
決したこと

甲Ａ
５３７

「すべての人
にとって平等
な婚姻制度の
実現とパート
ナーシップ認
証制度の創設
を求める決
議」

写
し

2021.2.27
仙台弁護士

会

２０２１年２月２７日、仙台弁
護士会が「すべての人にとって
平等な婚姻制度の実現とパート
ナーシップ認証制度の創設を求
める決議」を可決したこと

甲Ａ
５３８

「同性カップ
ルが婚姻でき
るための民法
改正を求める
意見書」

写
し

2021.3.8
東京弁護士

会

２０２１年３月８日、東京弁護
士会が「同性カップルが婚姻で
きるための民法改正を求める意
見書」を可決したこと

甲Ａ
５３９

「同性間の婚
姻に関する法
改正を求める
決議」

写
し

2021.11.19
近畿弁護士
会連合会

２０２１年１１月１９日、近畿
弁護士会連合会が「同性間の婚
姻に関する法改正を求める決
議」を可決したこと



甲Ａ
５４０

中国地方弁護
士会連合会
ホームページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

中国地方弁
護士会連合

会

２０２１年１１月２６日、中国
地方弁護士会連合会が「性の多
様性を尊重し、ＬＧＢＴｓの人
権を擁護する地域社会の実現と
法的整備を求める決議」を可決
したこと。要求内容に「民法・
戸籍法等の婚姻等に関する諸規
定の速やかな改正に着手」する
ことを含むこと。

甲Ａ
５４１

東北弁護士会
連合会ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

東北弁護士
会連合会

２０２１年１２月１０日、東北
弁護士会連合会が「すべての人
にとって平等な婚姻制度の実現
とパートナーシップ認証制度の
創設を求める決議」を可決した
こと

甲Ａ
５４２の

１
議員案

写
し

2021年12月頃

小金井市議
会議員

水谷たかこ
ら

２０２１年１２月１４日、複数
の小金井市議会議員が、同性婚
の法制化を求める意見書案を提
出したこと

甲Ａ５４
２の２

市議会だより
写
し

2022.2.16 小金井市
２０２１年１２月１４日、小金
井市が、同性婚の法制化を求め

る意見書を可決したこと

甲Ａ
５４３の

１

町田市ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

町田市

２０２１年１２月２２日、町田
市が、同性婚を認める法制化に
向けた議論の促進を求める意見
書を可決したこと

甲Ａ５４
３の２

同性婚を認め
る法改正に向
けた議論の促
進を求める意
見書

写
し

2021年12月頃 町田市

町田市が、国に対して同性婚を
認める法制化に向けた議論の促
進を求める意見書を提出したこ
と

甲Ａ
５４４

福島県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

福島県弁護
士会

２０２２年３月２日、福島県弁
護士会が「セクシュアルマイノ
リティに対する偏見や差別をな
くし、性的指向または性自認に
かかわらず人権が保障され、す
べての人が自分らしい生活を送
ることができる地域社会を作る
ことを求める決議」を可決した
こと。要求内容に「国は、同性
間の婚姻を認め、これに関連す
る法令の改正を速やかに行うこ
と」を含むこと。

甲Ａ
５４５

福岡県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

福岡県弁護
士会

２０２２年８月１０、福岡県弁
護士会が「大阪地裁判決を受け
て、改めてすべての人にとって
平等な婚姻制度の実現を求める
会長声明」を発出したこと



甲Ａ
５４６

「性的マイノ
リティが抱え
る人権課題の
解決を推進す
るとともに、
同性婚の実現
と同性カップ
ルの共同生活
の法的保護に
向けた取組み
を求める宣
言」

写
し

2022.11.11
四国弁護士
会連合会

２０２２年１１月１１日、四国
弁護士会連合会が「性的マイノ
リティが抱える人権課題の解決
を推進するとともに、同性婚の
実現と同性カップルの共同生活
の法的保護に向けた取組みを求
める宣言」を発表したこと

甲Ａ
５４７

「「結婚の自
由をすべての
人に」訴訟東
京地裁判決を
受け手の会長
談話」

写
し

2022.12.9
第二東京弁

護士会

２０２２年１２月９日、第二東
京弁護士会が「「結婚の自由を
すべての人に」訴訟東京地裁判
決を受け手の会長談話」を発表
したこと。内容に「（意見）状
態を改めるための立法に速やか
に着手することを求めます」と
の文言を含むこと。

甲Ａ
５４８

令和４年１２
月定例会　議
案審議結果

写
し

2022年12月頃
福岡県豊前

市

２０２２年１２月１６日、福岡
県豊前市が「同性婚の法制化の
促進を求める意見書」を可決し
たこと。

甲Ａ
５４９

神奈川県弁護
士会ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

神奈川県弁
護士会

２０２３年１月１６日、神奈川
県弁護士会が「東京地裁による
違憲状態判決を受け、改めてす
べての人にとって婚姻の平等を
実現するための法整備を求める
会長声明」を発表したこと。

甲Ａ
５５０

札幌弁護士会
ホームページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

札幌弁護士
会

２０２３年２月１３日、札幌弁
護士会が「前内閣総理大臣秘書
官による差別発言に抗議し、同
性間の婚姻の早期立法を求める
会長談話」を発表したこと

甲Ａ
５５１

日本弁護士連
合会ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

日弁連

２０２３年２月１６日、日本弁
護士連合会が「性的少数者に対
する差別発言に抗議し、速やか
な同性婚法制化を求める会長声
明」を発表したこと

甲Ａ
５５２

鹿児島県弁護
士会ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

鹿児島県弁
護士会

２０２３年２月２８日、鹿児島
県弁護士会が「前内閣総理大臣
秘書官による差別発言に抗議
し、改めて、すべての人にとっ
て平等な婚姻制度の実現を求め
る会長声明」を発表したこと



甲Ａ
５５３

「「婚姻の自
由をすべての
人に訴訟」東
京地裁判決を
受け、同性
カップルの婚
姻を認めるた
めの法整備を
求める会長声
明」

写
し

2023.3.2
千葉県弁護

士会

２０２３年３月２日、千葉県弁
護士会が「「婚姻の自由をすべ
ての人に訴訟」東京地裁判決を
受け、同性カップルの婚姻を認
めるための法整備を求める会長
声明」を発表したこと

甲Ａ
５５４

「性的少数者
に対する差別
発言に抗議
し、改めて、
早急にすべて
の人にとって
平等な婚姻制
度の実現を求
める会長声
明」

写
し

2023.3.2
福岡県弁護

士会

２０２３年３月２日、福岡県弁
護士会が「性的少数者に対する
差別発言に抗議し、改めて、早
急にすべての人にとって平等な
婚姻制度の実現を求める会長声
明」を発表したこと

甲Ａ
５５５

熊本県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

熊本県弁護
士会

２０２３年３月８日、熊本県弁
護士会が「内閣総理大臣秘書官
による性的少数者に対する差別
発言に抗議し、改めて、法令上
の性別が同じ者の婚姻を可能と
する早期の法律改正を求める会
長声明」を発表したこと

甲Ａ
５５６

山梨県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

山梨県弁護
士会

２０２３年３月８日、山梨県弁
護士会が「性的少数者に対する
差別発言に抗議し、差別を撤廃
するために実効性ある施策を進
めると共に、同性婚の法制化を
実現することを求める会長談
話」を発表したこと

甲Ａ
５５７

香川県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

香川県弁護
士会

２０２３年３月８日、香川県弁
護士会が「性的マイノリティに
対する差別発言に抗議し、速や
かな同性婚の法制化を求める会
長声明」を発表したこと

甲Ａ
５５８

岡山弁護士会
ホームページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

岡山県弁護
士会

２０２３年３月１３日、岡山弁
護士会が「性的少数者に対する
差別発言に強く抗議し、国に対
し、性的指向及び性自認を理由
とする差別を解消するための実
効性ある立法を行うことを強く
求める会長声明」を発表したこ
と



甲Ａ
５５９

「セクシュア
ルマイノリ
ティに対する
偏見や差別を
なくし、性的
指向や性自認
にかかわらず
人権が保障さ
れる社会の実
現を求める会
長声明」

写
し

2023.3.13
愛媛県弁護

士会

２０２３年３月１３日、愛媛県
弁護士会が「セクシュアルマイ
ノリティに対する偏見や差別を
なくし、性的指向や性自認にか
かわらず人権が保障される社会
の実現を求める会長声明」を発
表したこと

甲Ａ
５６０

福島県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

福島県弁護
士会

２０２３年３月１５日、福島県
弁護士会が「前内閣総理大臣秘
書官による差別発言に抗議し、
同性婚の法制化を即刻実現する
ことを求める会長声明」を発表
したこと

甲Ａ
５６１の

１

堺市ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

堺市

２０２３年３月１７日、堺市が
「ＬＧＢＴＱ＋性的少数者への
差別を禁止する法律等の制定を
求める意見書」を可決したこと

甲Ａ５６
１の２

「ＬＧＢＴＱ
＋性的少数者
への差別を禁
止する法律等
の制定を求め
る意見書」

写
し

2023年3月頃 堺市

上記意見書が、要請内容に「婚
姻の平等を実現する民法改正を
行うことを求める。」という内
容を含むこと

甲Ａ
５６２

ジェンダー法
学会ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

ジェンダー
法学会

２０２３年３月１７日、ジェン
ダー法学会が「性的指向・性自
認（ＳＯＧＩ）に基づく差別を
禁止する法律を速やかに制定す
ることを求める理事会声明」を
発表したこと。要求内容に婚姻
平等の実現を含むこと。

甲Ａ
５６３

「性的指向及
び性自認の多
様性に関する
理解の増進に
関する施策を
策定、実施す
るとともに、
性的指向及び
性自認を理由
とする差別の
禁止を法律に
明記し、あわ
せて同性婚の
法制化を早期
に実現するこ
とを求める会
長声明」

写
し

2023.3.29
東京弁護士

会

２０２３年３月２９日、東京弁
護士会が「性的指向及び性自認
の多様性に関する理解の増進に
関する施策を策定、実施すると
ともに、性的指向及び性自認を
理由とする差別の禁止を法律に
明記し、あわせて同性婚の法制
化を早期に実現することを求め
る会長声明」を発表したこと



甲Ａ
５６４

山口県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

山口県弁護
士会

２０２３年４月３日、山口県弁
護士会が「内閣総理大臣秘書官
による性的少数者に対する差別
発言に抗議し、改めて法令上の
性別が同じ者の婚姻を可能とす
る早期の法律改正を求めるとと
もに地方自治体における同性
パートナーシップ制度の制定を
推進する会長声明」を発表した
こと

甲Ａ
５６５

愛知県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

愛知県弁護
士会

２０２３年６月６日、愛知県弁
護士会が「「結婚の自由をすべ
ての人に」愛知訴訟　名古屋地
裁違憲判決を受けて、早期の立
法を求める会長声明」を発表し
たこと

甲Ａ
５６６

福岡県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

福岡県弁護
士会

２０２３年６月１５日、福岡県
弁護士会が「名古屋地裁・福岡
地裁判決を受け、直ちに、すべ
ての人にとって平等な婚姻制度
の実現を求める会長声明」を発
表したこと

甲Ａ
５６７

鹿児島県弁護
士会ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

鹿児島県弁
護士会

２０２３年６月２０日、鹿児島
県弁護士会が「今、改めて、す
べての人にとっての婚姻の平等
を実現するための法整備を求め
る会長声明」を発表したこと

甲Ａ
５６８の

１

福岡市ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

福岡市
２０２３年６月２７日、福岡市
が、同性婚の法制化の議論を求
める意見書を可決したこと

甲Ａ５６
８の２

「同性婚の法
制化の議論を
求める意見書
案」

写
し

2023.6月頃
福岡市議会

議員
石本優子ら

２０２３年６月２７日、福岡市
議会議員らが、同性婚の法制化
の議論を求める意見書を提出し
たこと

甲Ａ
５６９

日本弁護士連
合会ホーム
ページ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

日本弁護士
連合会

２０２３年６月３０日、日本弁
護士連合会が「当事者の性別に
関わりなく婚姻を可能とする立
法を改めて求める会長声明」を
発表したこと

甲Ａ
５７０

「同性間の婚
姻に関する議
論を深めるこ
とを求める意
見書」

写
し

2023.7.7 中野区

２０２３年７月７日、中野区
が、同性の婚姻に関する議論を
始めることを求める意見書を可
決したこと

甲Ａ
５７１

熊本県弁護士
会ホームペー
ジ

写
し

保存・印刷
2023.8.9

熊本県弁護
士会

２０２３年７月１９日、熊本県
弁護士会が「名古屋地裁判決及
び福岡地裁判決を受け、直ちに
同性間の婚姻制度の実現を求め
る会長声明」を発表したこと



甲Ａ
５７２

PRIDE JAPAN
ウェブサイト
「電通
「LGBTQ+調査
2020」の結果
が発表され、
同性婚への賛
成が82.2％に
上った一方、
50代男性で反
対が多い傾向
が明らかにな
りました」

写
し

掲載
2021.4.13

印刷
2023.8.9

OUT JAPAN

2021年に電通が実施した調査
で、同性婚の法制化について
は、「賛成」が31.0％、「どち
らかといえば賛成」が51.2％
で、計82.2％が賛成と回答、前
回から3.8ポイント上昇した事
実

甲Ａ
５７３

第１６回出生
動向基本調査
　結果の概要
（抜粋）

写
し

公表
2022.9.9

国立社会保
障・人口問
題研究所

2021年6月に実施した調査で
「男性どうし、女性どうしの結
婚があってもかまわない」と回
答した者は83.5％だった事実

甲Ａ
５７４

日本の世論
2021 調査結果

写
し

公表
2022.4.19

印刷
2023.8.9

社会調査研
究セン

ター、毎日
新聞社

2021年11月～2022年1月に実施
された世論調査で、「男性同
士、女性同士が結婚する同性婚
を法的に認めるべきだと思いま
すか」との問いへの回答が、認
めるべき46％、認める必要はな
い16％、どちらともいえない
37%であった事実（問15）

甲Ａ
５７５

東京新聞「同
性婚の制度
化、世界の潮
流なのに…政
府は「社会が
変わってしま
う」と消極姿
勢 国内の世論
も賛成多数
に」

写
し

掲載
2023.3.6

印刷
2023.7.20

東京新聞

同性婚について、「最近の各種
世論調査では軒並み賛成が過半
数を占める。朝日新聞の世論調
査では15年に賛成は41％にとど
まっていたが、今年2月は72％
に増加した。産経新聞・FNNの
調査でも賛成が71％」と報道さ
れた事実

甲Ａ
５７６

47NEWS「改憲
機運は高まら
ず71％ 同性婚
71％容認、憲
法世論調査」

写
し

掲載
2023.5.2

印刷
2023.7.20

共同通信

共同通信が2023年3月～4月に実
施した世論調査で、同性婚は
「認める方がよい」が71％で、
「認めない方がよい」の26％を
大きく上回った事実

甲Ａ
５７７

性的マイノリ
ティーの人権
「守られてい
る」
が9％ NHK世論
調査

写
し

掲載
2023.5.3

印刷
2023.7.20

NHK

NHKが2023年4月に実施した世論
調査でが、同性どうしの結婚に
ついてどう思うか聞いたとこ
ろ、「法的に認められるべきだ
と思う」が44％、「法的に認
められるべきではないと思う」
が15％、「どちらともいえな
い」が37％と回答した事実

甲Ａ
５７８

TBS NEWS DIG
「同性婚「賛
成」63％、30
歳未満女性の9
割以上が「賛
成」　JN
N世論調査」

写
し

掲載
2023.5.1

印刷
2023.7.20

TBS

JNNが実施した調査で、「同性
婚」を法的に認めることについ
て、63%の人が賛成と答え、反
対は24%であった事実



甲Ａ
５７９

東京地方裁判
所令和４年９
月３０日判決
（令和元年
（行ウ）第４
６１号、令和
元年（ワ）第
２４６３３
号）

写
し

2022.9.30 判例秘書

２０２２年９月３０日、東京地
方裁判所が、日本人の同性パー
トナーと２０１５年にアメリカ
で婚姻したアメリカ国籍男性
に、「特定活動」として在留資
格を認める判断を示したこと

甲Ａ
５８０

QueerPlusUp記
事

写
し

保存・印刷
2023.8.9

QueerPlusUp

２０２３年６月２８日、ネパー
ルの最高裁判所が、同性婚法制
化までの間、暫定的に同性カッ
プルの婚姻登録を認めるよう政
府に命じたこと

甲Ａ
５８１

第１６１回国
会

参議院憲法調
査会議録第４
号

写
し

2004.11.17 参議院

国会で初めて「同性婚」という
語句が使用された憲法調査会の
記録。
「人類の生態系を侵すものでは
ないのか」という偏見が露呈さ
れた事実

甲Ａ
５８２

第１８９回国
会

参議院会議録
第７号（抜
粋）

写
し

2015.2.18 参議院

安倍総理大臣が「現行憲法の下
では，同性カップルに婚姻の成
立を認めることは想定されてお
りません。同性婚を認めるため
に憲法改正を検討すべきか否か
は，わが国の家族の在り方の婚
姻に関わる問題であり，極めて
慎重な検討を要するものと考え
ております」と答弁した事実

甲Ａ
５８３

第１８９回国
会

参議院予算委
員会会議録第
１５号（抜
粋）

写
し

2015.4.1 参議院

同性婚について、安倍総理大臣
が「これは家族の在り方にも関
する問題でございますが，憲法
との関係におきまして，いわば
結婚については両性の同意とい
うことになっていると，このよ
うに承知しております。慎重に
議論をしていくべき課題ではな
いかと思っております」と答弁
した事実

甲Ａ
５８４

第１９６回国
会

衆議院法務委
員会議録　第
１９号（抜
粋）

写
し

2018.6.8 衆議院

同性婚について、上川法務大臣
が「これらの問題につきまして
は，いずれも家族のあり方にか
かわる大変重要な問題でござい
まして，国民の皆様の意識を
しっかりと踏まえた形での，よ
り幅広い検討が必要になるもの
というふうに考えておりま
す。」と答弁した事実



甲Ａ
５８５

第１９６回国
会

参議院法務委
員会議録　第
２１号（抜
粋）

写
し

2018.7.5 参議院

同性婚について、上川法務大臣
が「国民の間にも様々な意見が
あるところでございまして，そ
の見直しの要否等につきまして
は，今後の国民意識の変化，ま
た社会情勢の変化等も踏まえな
がら必要な検討をしてまいりた
いというふうに考えておりま
す」と答弁した事実

甲Ａ
５８６

第１９６回国
会

参議院予算委
員会議録　第
１２号（抜
粋）

写
し

2019.3.22 参議院

同性婚について、山下法務大臣
が「同性婚を認めるかどうか，
これは家族の，わが国の家族の
在り方の根幹にかかわる問題で
あり，極めて慎重な検討を要す
るものと考えております」と答
弁した事実

甲Ａ
５８７

第２００回国
会

衆議院法務委
員会議録　第
２号（抜粋）

写
し

2019.10.23 衆議院

同性婚について、法務大臣、副
大臣、政務官が慎重な検討を要
すると答弁しつつ、検討をいつ
から開始するのかは頑なに明言
を避けたこと

甲Ａ
５８８

第２０１回国
会

衆議院会議録
第３号（抜
粋）

写
し

2020.1.23 衆議院

安倍総理大臣が「同性婚制度に
関してでありますが，憲法２４
条は，婚姻は両性の合意のみに
基づいて成立すると定めてお
り，現行憲法のもとでは，同性
カップルに婚姻の成立を認める
ことは想定されておりません。
同性婚制度の導入の是非は，わ
が国の家族の在り方の根幹にか
かわる問題であり，極めて慎重
な検討を要するものと考えてお
ります」と答弁した事実

甲Ａ
５８９

第２０１回国
会

参議院予算委
員会会議録
第２号（抜
粋）

写
し

2020.1.30 参議院

安倍総理大臣が従前の答弁内容
を繰り返し、法務大臣が「」時
代の流れや様々な要請に応じて
見直していくということは重要
でございます」と答弁した事実

甲Ａ
５９０

内閣衆質２０
１第３４号

写
し

2020.2.14 内閣

内閣が、政府としては同性婚の
導入について検討しておらず、
憲法適合性も検討していないと
回答した事実



甲Ａ
５９１

第２０４回国
会

衆議院法務委
員会会議録
第４号（抜
粋）

写
し

2021.3.17 衆議院

政府参考人が「政府といたしま
しては、現時点において、同性
婚の導入を検討していないた
め、具体的な制度導入を前提と
して、それが憲法２４条１項に
適合するか否かの検討もしてい
ないところでございます。」と
答弁した事実

甲Ａ
５９２

第２０４回国
会

参議院予算委
員会会議録
第１４号（抜
粋）

写
し

2021.3.19 参議院

札幌地裁による本件諸規定の違
憲判断を踏まえ、違憲状態を解
消するよう追及された菅義偉内
閣総理大臣が「他にも同趣旨の
裁判が行われているんだろうと
いうふうに思います。そういう
状況でありますので、まさにそ
ういう状況を見守るということ
であります。」と答弁した事実

甲Ａ
５９３

第２０４回国
会

参議院法務委
員会会議録
第３号（抜
粋）

写
し

2021.3.22 参議院

札幌地裁の違憲判断について、
法務大臣が「現段階では確定前
の判決でございます。また、他
の裁判所に同種訴訟が係属して
いることから、まずはその判断
等を注視してまいりたいと思っ
ております。」と答弁した事実

甲Ａ
５９４

第２０４回国
会

参議院財務金
融委員会会議
録　第５号
（抜粋）

写
し

2021.3.23 参議院

札幌地裁の違憲判断について、
政府参考人が「現段階では確定
前の判決であり、また、他の裁
判所に同種訴訟が係属している
ことから、まずはその判断等を
注視してまいりたいと考えてい
るところでございます。」と答
弁した事実

甲Ａ
５９５

第２０４回国
会

参議院予算委
員会会議録
第１５号（抜
粋）

写
し

2021.3.24 参議院

札幌地裁の違憲判断について内
閣官房長官が「その地裁判決に
ついて精査するということで
あって、同性カップルに関する
法整備の必要性について精査、
検討することを申し上げたもの
ではまずございません。」「
まずはその裁判所における判断
等を注視していきたいと考えて
おります。」と答弁した事実



甲Ａ
５９６

第２０４回国
会

参議院予算委
員会会議録
第１６号（抜
粋）

写
し

2021.3.25 参議院

札幌地裁の違憲判断について、
菅義偉内閣総理大臣が「御指摘
の札幌地裁の判決は、これは確
定前のものであり、また、他の
裁判所に同種訴訟が係属してい
ることから、まずその判断等を
注視してまいりたいというふう
に思います。」と述べ、私人間
の紛争であるとの誤認識を露呈
した事実

甲Ａ
５９７

第２０４回国
会

衆議院法務委
員会会議録
第９号（抜
粋）

写
し

2021.4.2 衆議院

同性婚について、どのような状
態になれば議論が成熟したこと
になるか問われた法務大臣が
「法務省といたしましては、こ
の関係する様々な御指摘に対し
ましては、情報も含めまして、
データも含めまして、あるいは
これまでの議論の経緯も含めま
して、丁寧に対応していくとい
う形で環境整備についても図っ
てまいりたい」と答えをはぐら
かしたこと

甲Ａ
５９８

第２０４回国
会

衆議院憲法審
査会議録　第
１号（抜粋）

写
し

2021.4.15 衆議院
公明党議員から、同性婚法制化
について議論を進めるよう意見
が出された事実

甲Ａ
５９９

第２０４回国
会

参議院憲法審
査会議録　第
１号（抜粋）

写
し

2021.4.28 参議院
立憲民主党議員から、同性婚法
制化について議論を進めるよう
意見が出された事実

甲Ａ
６００

第２０４回国
会

参議院憲法審
査会議録　第
２号（抜粋）

写
し

2021.5.19 参議院
公明党議員から、再び、同性法
制化について議論を進めるよう
意見が出された事実



甲Ａ
６０１

第２０５回国
会

衆議院会議録
第３号（抜
粋）

写
し

2021.10.11 衆議院

同性婚について、岸田文雄内閣
総理大臣が、「我が国の家族の
在り方の根幹に関わる問題であ
り、極めて慎重な検討を要する
ものであると考えます。」と答
弁した事実

甲Ａ
６０２
の１

第２０５回国
会

参議院会議録
第３号（抜
粋）

写
し

2021.10.12 参議院 同上

甲Ａ
６０２
の２

朝日新聞
「「同性カッ
プル宣誓１号
になりたかっ
たね」訴え続
けた53歳の
死」

写
し

掲載
2021.10.1

印刷
2023.2.28

朝日新聞

甲Ａ６０２の１の国会質疑で野
党議員から言及があった女性ど
うしのカップル（法律婚制度の
利用を心待ちにしながら闘病の
末に亡くなった事例として紹介
されたカップル）について報道
された内容

甲Ａ
６０３

第２０７回国
会

衆議院会議録
第２号（抜
粋）

写
し

2021.12.8 衆議院

岸田文雄内閣総理大臣が「同性
婚制度の導入については、我が
国の家族の在り方の根幹に関わ
る問題であり、極めて慎重な検
討を要するものであると考えて
おります。」と答弁した事実

甲Ａ
６０４

第２０８回国
会

衆議院会議録
第２号（抜
粋）

写
し

2022.1.19 衆議院 同上



甲Ａ
６０５

第２０８回国
会

衆議院法務委
員会議録　第
１１号（抜
粋）

写
し

2022.4.22 衆議院

法務大臣が「同性婚制度を導入
すべきか否かは、我が国の家族
の在り方の根幹に関わる問題で
あり、国民各層の意見を踏まえ
る必要があると考えておりまし
て、御指摘の点につきまして
は、事柄の性質上、一概にお答
えすることは困難であります。
　まずは、引き続き、国会にお
ける議論や自治体の取組等の動
向を注視してまいりたいと存じ
ます。」と答弁したこと

甲Ａ
６０６

第２１０回国
会

衆議院会議録
第２号（抜
粋）

写
し

2022.10.5 衆議院

岸田文雄内閣総理大臣が「同性
婚制度の導入については、我が
国の家族の在り方の根幹に関わ
る問題であり、極めて慎重な検
討を要するものであると考えて
おります。」と従前と全く同じ
答弁を繰り返した事実

甲Ａ
６０７

第２１０回国
会

参議院会議録
第３号（抜
粋）

写
し

2022.11.1 参議院
同種事案の地裁判決について、
法務大臣がコメントする立場に
ないと回答した事実

甲Ａ
６０８

第２１０回国
会

参議院法務委
員会議録　第
７号（抜粋）

写
し

2022.11.17 参議院

国務大臣が「同性婚制度の問題
は、我が国の家族の在り方の根
幹に関わる問題であり、国民的
なコンセンサスと理解を得た上
でなければ進めることができな
いというふうに考えておりま
す。」「国民各層の意見、国会
における議論の状況に加え、同
性婚に関する訴訟の動向、地方
自治体におけるパートナーシッ
プ制度の導入や運用の状況等を
しっかり注視してまいりたいと
考えています。」と答弁した事
実



甲Ａ
６０９

第２１０回国
会

参議院会議録
第７号（抜
粋）

写
し

2022.11.18 参議院

国務大臣が「同種訴訟が他の裁
判所にも係属しているといった
事情があることから、まずはそ
れらの判断等を注視してまいり
たいと思います。」と答弁した
事実

甲Ａ
６１０

第２１０回国
会

参議院予算委
員会会議録
第７号（抜
粋）

写
し

2022.12.2 参議院

国務大臣が「同性婚制度又は婚
姻に類する制度の導入の問題に
つきましては、我が国の家族の
在り方の根幹に関わる問題であ
りまして、国民的なコンセンサ
スと理解を得た上でなければ進
めることができないというふう
に考えておりまして、そのため
には、まず国民各層の意見、国
会における議論の状況に加え、
同性婚に関する同種の訴訟の動
向、地方自治体におけるパート
ナーシップ制度の導入や運用の
状況等を注視していく必要があ
ると考えているところでありま
す。」と答弁した事実

甲Ａ
６１１

第２１０回国
会

参議院法務委
員会議録　第
１０号（抜
粋）

写
し

2022.12.8 参議院
国務大臣が再び上記と同内容の
答弁をした事実

甲Ａ
６１２

第２１１回国
会

衆議院会議録
第２号（抜
粋）

写
し

2023.1.25 衆議院

内閣総理大臣が再び「我が国の
家族の在り方の根幹に関わる問
題であり、極めて慎重な検討を
要するものと考えておりま
す。」と答弁した事実

甲Ａ
６１３

第２１１回国
会

参議院会議録
第３号（抜
粋）

写
し

2023.1.26 参議院 同上



甲Ａ
６１４

第２１１回国
会

参議院会議録
第４号（抜
粋）

写
し

2023.1.27 参議院 同上

甲Ａ
６１５

第２１１回国
会

衆議院予算委
員会議録　第
４号（抜粋）

写
し

2023.2.1 衆議院

内閣総理大臣が同性婚について
「家族観や、価値観や、そして
社会が変わってしまう、こうし
た課題であります。」と答弁し
た事実

甲Ａ
６１６

時事ドットコ
ムニュース
「荒井秘書
官、ＬＧＢＴ
は「嫌」　岸
田首相「言語
道断」、更迭
へ―政権打
撃」

写
し

掲載
2023.2.4

印刷
2023.8.9

時事通信社

荒井勝喜首相秘書官が性的少数
者（ＬＧＢＴなど）や同性婚に
関し、「見るのも嫌だ。隣に住
んでいたらやっぱり嫌だ」「同
性婚なんか導入したら、国を捨
てる人も出てくる。首相秘書官
室全員に聞いても同じことを
言っていた」と発言したと報道
されたこと

甲Ａ
６１７

第２１１回国
会

衆議院予算委
員会議録　第
８号（抜粋）

写
し

2023.2.8 衆議院

内閣総理大臣が甲A615の発言に
ついて「慎重な検討が必要であ
る、議論が必要である」という
意味だと弁明しつつ、「議論を
展開していくという決意か」と
問われると答えを濁したこと

甲Ａ
６１８

第２１１回国
会

衆議院予算委
員会議録　第
９号（抜粋）

写
し

2023.2.9 衆議院

高市早苗国務大臣が「同性婚制
度を導入するかどうかというこ
とについては、現在、岸田内閣
では何ら決まったものはござい
ません。」と答弁した事実

甲Ａ
６１９

第２１１回国
会

衆議院予算委
員会議録　第
１１号（抜
粋）

写
し

2023.2.15 衆議院

内閣総理大臣が甲A615の発言に
ついて「国民生活の基本に関わ
る問題である、あるいは家族観
とも密接に関わる問題である、
社会に関わる問題であるから議
論が大事だ、社会が変わってし
まうから議論は大事だというこ
とを申し上げた」と弁明したこ
と



甲Ａ
６２０

NHKニュース記
事

写
し

保存・印刷
2023.8.9

NHK

２０２３年３月６日、立憲民主
党と社民党が、同性婚を法制化
する民法改正案を国会に提出し
たこと

甲Ａ
６２１

しんぶん赤旗
写
し

保存・印刷
2023.8.9

しんぶん赤
旗

２０２３年３月２９日、日本共
産党が、婚姻平等法案を参議院
に提出したこと

甲Ａ
６２２

朝日新聞記事
写
し

保存・印刷
2023.8.9

朝日新聞

２０２３年５月１２日、斎藤健
法務大臣が、同性婚の法制化に
ついて「（賛成の意見が多い）
世論調査もあるが、国民的コン
センサスが形成されてきたとい
う実感はない」と答弁したこと

甲Ａ
６２３

ロイター記事
写
し

保存・印刷
2023.8.9

ロイター

原判決言渡し同日、松野博一官
房長官が、記者会見において
「政府としては婚姻に関する民
法などの規定が憲法に反すると
は考えておらず、国の主張が受
け入れられなかったと承知して
いる。現段階では確定前の判決
であり、ほかの裁判所で同種の
訴訟が係属していることから、
その判断も注視していきたい」
「同性婚の導入をめぐる課題に
ついては、国民各層の意見、国
会における議論の状況、同性婚
に関する訴訟の動向、地方自治
体におけるパートナーシップ制
度の導入や、運用の状況などを
注視していく必要がある」と発
言したこと

甲Ａ
６２４

NHKニュース記
事

写
し

保存・印刷
2023.8.9

NHK

原判決言渡し同日、自民党の萩
生田光一政務調査会長が「同様
の裁判は全国５か所で行われて
いて判断が分かれている。現行
憲法下では、同性カップルに婚
姻の成立を認めることは想定さ
れていないというのが政府の立
場であり、わが党も同様に考え
ている」と発言したこと

甲Ａ
６２５

「愛知県議
『同性結婚な
んて気持ち悪
い』とＳＮＳ
に投稿…抗議
され謝罪」と
の題名の報道
記事

写
し

2022.10.5 読売新聞社
愛知県議の渡辺昇氏が、同性結
婚について「気持ち悪い」と
SNSに書き込んでいたこと。



甲Ａ
６２６

「『同性婚気
持ち悪い』再
び投稿　愛
知・渡辺昇県
議」と書かれ
た報道記事

写
し

2023.1.26 産経新聞社
愛知県議の渡辺昇氏が、再び
「同性婚気持ち悪い」とSNSに
書き込んでいたこと。

甲Ａ
６２７

「浜松市議
委員会での発
言謝罪“不適
格な発言　反
省してい
る”」と書か
れた報道記事

写
し

2023.2.8 NHK

浜松市議会で自民党浜松に所属
する柳川樹一郎議員（７２）
は、２月２日の市議会の委員会
で市立中学校の男性教諭が男性
の住むアパートに侵入して再逮
捕された事件について説明され
た際、「この人はちょっと異常
な性癖だ。普通の感覚だと女性
のアパートに侵入する」などと
発言したということ。（もっ
て、同性愛者に対して異常な性
癖であるとの偏見を有している
ことを証明する）

甲Ａ
６２８

夫婦別姓同性
婚パートナー
シップＬＧＢ
Ｔ－家族と社
会に関わる諸
問題－

写
し

不明 楊尚眞

２０２２年６月１３日に開催さ
れた神道政治連盟国会議員懇談
会の会合で配布された冊子に、
「同性愛は…後天的な精神の障
害、または依存症です。」、
「依存症は一度陥るとなかなか
そこから抜け出すことができま
せん。同性愛行為の快感レベル
が高くてなかなか抜け出すこと
ができないのは、ギャンブル依
存症の人が沢山儲けたときの感
覚が忘れられず、抜け出せない
のと同じなのです」、「彼ら
〔控訴人ら代理人注：同性愛者
等〕は自分たちの内面に様々な
問題を抱えていることに起因す
るものなのです。同性愛者の中
にはアルコール中毒者が多く、
健康状態が影響して短命となる
傾向がある」、「同性愛からの
回復治療の効果が期待できる」
等と書かれていること。



甲Ａ
６２９

神道政治連盟
のHP

写
し

不明
神道政治連

盟

神道政治連盟は、日本の伝統や
文化を後世に正しく伝えること
を目的として設立された政治団
体であること。同連盟と「問題
意識を共有する多くの国会議
員」が、神道政治連盟国会議員
懇談会を結成し、２０２２年
（令和４年）７月末日時点で、
２５７名の衆参国会議員が参加
していること。

甲Ａ
６３０

「神政連国会
議員懇が総
会・・・」と
書かれた報道
記事

写
し

2020.
12.16

産経新聞社
故・安倍晋三元首相が「神道政
治連盟国会議員懇談会」の会長
を務めてきたこと

甲Ａ
６３１の

１

弘前学院大学
HP

写
し

（印刷）
2023.8.9

弘前学院大
学

甲Ａ６２８の冊子に収録された
講演の講演者が所属する大学で
ある弘前学院大学ですら、当該
冊子について疑問を投げかける
声明を出していること

甲Ａ
６３１の

２

「弘前学院大
学宗教主任に
よる
LGBT・・・」
と書かれた記
事

写
し

2022.7.6 キリシン

甲Ａ６２８の冊子に収録された
講演の講演者が所属する大学で
ある弘前学院大学ですら、当該
冊子について疑問を投げかける
声明を出していること

甲Ａ
６３２

「5万人超　性
的少数者に差
別的な冊子」
と書かれた記
事

写
し

2022.7.25 毎日新聞社

神道政治連盟国会議員懇談会の
会合で甲Ａ６２８の冊子が配布
されたことに対して「冊子の内
容を明確に否定してください」
を求める署名が５万筆以上集
まったこと。

甲Ａ
６３３

「同性愛は依
存症主張の冊
子に見
解・・・」と
書かれた報道
記事

写
し

2022.7.5 女性自身

神道政治連盟国会議員懇談会等
が甲Ａ６２８の冊子を回収した
り、当該冊子の内容が誤りであ
ると釈明したりは、していない
こと。


